
 

投資情報室
2022年6月24日

金融市場NOW
世界的な金融引き締めを受けて、景気減速懸念が浮上
インフレが落ち着けば、クーポン収入が期待できる債券需要が高まることも
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～ 世界的に金融引き締め政策が優勢 ～
ウクライナ侵攻の長期化にともなうエネルギー価
格の高騰や物流網の混乱などの影響もあり、足元の
インフレ率は世界的に高まっており（図表1）、政
策金利引き上げに舵を切る中央銀行が増えています。
6月に入ってから豪州、カナダ、米国、英国で利上
げが実施されました。その他、スイスが約15年ぶ
りに利上げを実施しました(図表2) 。また、これま
では利上げに積極的な姿勢を示していなかったECB
（欧州中央銀行）も次回7月の会合で利上げを実施
するとの方針を示しています。
～ 金融引き締めを受けて長期金利は上昇基調 ～
世界各国の中央銀行はインフレ抑制姿勢を強めて
いるものの、インフレ圧力の高まりが続いており、
金融引き締めペースが加速するとの懸念から各国の
国債利回りは上昇（価格は下落）基調を強めていま
す。2021年末から6月21日までの10年国債利回り
の上昇幅は、米国が1.77%(1.51%⇒3.28％)、欧
州（ドイツ）が1.95%(－0.18%⇒1.77%)と、急激
な上昇に見舞われています（図表3）。
～ 利上げ織り込みはやや行き過ぎとの声も ～
高止まりするインフレ率を受けて、市場の2022年
末の政策金利見通しは米国が3.62％（現在1.5%）、
欧州が1.17％（現在－0.5%）となっています（6
月21日時点）。一方、一部の投資家は利上げの効
果が考慮されておらず、やや利上げを織り込みすぎ
ているとの声もあります。
16日には利上げは当分先とみられていたスイスが
利上げを実施したことで、市場では世界各国が利上
げを急ぎ、先行きの景気が減速するとの懸念からリ
スク回避姿勢が強まり、長期金利は一時のピークか
らは低下（価格は上昇）しています。足元では景気
減速懸念が強まりつつあり、投資家がリスク資産を
敬遠する姿勢がみえつつあることから、インフレが
落ち着きさえすれば、クーポン収入が期待できる債
券への需要が高まってくることも考えられます。

図表1：日米欧の消費者物価指数の推移

 世界的なインフレ圧力の高まりを受けて、多くの主要国・地域の中央銀行が金融引き締め政策に転
換。世界的な金融引き締めを受けて、景気減速懸念も浮上。

 景気減速懸念もあり、インフレが落ち着けば、クーポン収入が期待される債券への需要が高まる可
能性も。

図表2：主要国の政策金利の推移

出所）図表1～3はブルームバーグのデータをもとにニッセイアセット
マネジメントが作成

図表3：日米欧の10年国債利回りの推移
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【当資料に関する留意点】

• 当資料は、市場環境に関する情報の提供を目的として、ニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、
特定の有価証券等の勧誘を目的とするものではありません。また、金融商品取引法に基づく開示資料ではあり
ません。実際の投資等に係る最終的な決定はご自身で判断してください。

• 当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するも
のではありません。

• 当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
• 当資料のいかなる内容も将来の市場環境等を保証するものではありません。
• 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行
者および許諾者に帰属します。

• 当資料に投資信託のグラフ・数値等が記載される場合、それらはあくまでも過去の実績またはシミュレーショ
ンであり、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しており
ませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。

• 投資信託は投資する有価証券の価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。
• 投資信託の手数料や報酬等の種類ごとの金額及びその合計額については、具体的な商品を勧誘するものではな
いので、表示することができません。
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